
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道告示第 11206 号 

 平成 10 年北海道告示第 500 号（北海道補助金交付規則に定める申請書等の様式（保健福祉部））

の一部を次のように改正し、令和７年７月９日から適用する。 

 

令和７年７月９日 

北海道知事 鈴木 直道  

 

保福第 108 号様式を次のように改める。 

 



事業計画（実績）書 

(１) 軽費老人ホーム支出額内訳 

  ケアハウス・Ａ型 

（施設名）            

区  分 総事業費 補助対象経費 備  考 

事 務 費 

 人 件 費 

  給   料 

  ○ ○ 手当 

円 円  

…    

 旅   費 

  ○ ○ ○ 

   

…    

 庁   費    

…    

 小   計 

事 業 費 

 食 糧 費 

  ○ ○ ○ 

   

…    

 生 活 費    

…    

 小   計    

合   計    

（注）１ 特定施設入居者生活介護の指定を受けた施設については「補助対象経費」欄には、

指定を受けた場合の配置基準表における人員に係る経費を計上すること。 

   ２ 「区分」欄の科目は、適用している会計処理方式に応じて変更して差し支えない。 

 



(２) 階層別・月別利用人員内訳 

 ア ケアハウス 

（施設名）            

階層の区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 

１ 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

２              

３              

４              

５              

６              

７              

８              

９              

10              

11              

12              

13              

14              

15              

16              

17              

18              

計              

（注）１ 各月の利用人員は、各月初日の実利用人員を記載すること。ただし、事業開始後３

箇月を経過した日の属する月の分までは、実利用日数を30日又は当該月の実日数で除

した人員によること。 

   ２ 特定施設入居者生活介護の指定を受けた施設においては、各欄にその利用対象者数

のうち一般入所者数を括弧書きにより再掲すること。 

 



 イ Ａ型 

（施設名）            

階層の区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 

１ 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

２              

３              

４              

５              

６              

７              

８              

９              

10              

11              

12              

13              

14              

15              

16              

17              

18              

19              

20              

21              

計              

（注）１ 各月の利用人員は、各月初日の実利用人員を記載すること。ただし、事業開始後３

箇月を経過した日の属する月の分までは、実利用日数を30日又は当該月の実日数で除

した人員によること。 

   ２ 特定施設入居者生活介護の指定を受けた施設においては、各欄にその利用対象者数

のうち一般入居者数を括弧書きにより再掲すること。 



(３) 利用料納付額及び事務費基準額内訳 

 ア ケアハウス（一般入所者分・特定施設入居者生活介護対象者分） 

（施設名）                

定

員 

 サービスの提供に要

する費用級地区分 

 民改費 

加算率 

 

 

階層

の 

区分 

単価 

区分別 

利用人員 

利用料納付（予 

定）額（サービス 

の提供に要する 

費用及び生活費） 

サービスの提供に 

要する費用基準額 

サービスの  

提供に要する 

費用本人徴収 

（予定）額  

備考 

単価区分 金額 

１ 人 円 円 円 円  

２       

３       

４       

５       

６       

７       

８       

９       

10       

11       

12       

13       

14       

15       

16       

17       

18       

計       

（注）１ 単価区分ごとに別々に記載し、「備考」欄に加算・月別等その理由を簡潔に

記載すること。 

   ２ 単価は、(ア)又は(イ)の単価積算内訳のとおりであること。 

   ３ 特定施設入居者生活介護の指定を受けた施設においては、一般入所者分、特

定施設入居者生活介護対象者分をそれぞれ作成すること。



(ア) 単価積算内訳 

適 用 月   月～  月   月～  月   月～  月 

サービスの提供に要する 

費 用 基 本 単 価 

円 円 円 

加 
 

算 
 

分 

寒 冷 地 加 算    

事 務 用 冬 期 採 暖 費    

単身赴任手当加算費    

民間施設給与等改善費    

処 遇 改 善 支 援 費    

介 護 人 材 確 保 ・ 

職場環境改善等加算 

   

そ の 他    

合 計    

（注）１ 単価の変動があった場合は、異なる単価を使用した各月の状況を記載すること。 

   ２ 処遇改善支援費単価は、（ウ）の単価積算内訳のとおりであること。 

   ３ 介護人材確保・職場環境改善等加算は、（エ）の総額積算内訳のとおりであること。 

 

(イ) 単価積算内訳 

適 用 月   月～  月   月～  月   月～  月 

適 用 対 象 入 所 者 一般入所者 
特定施設入居者 

生活介護対象者 
一般入所者 

特定施設入居者 

生活介護対象者 
一般入所者 

特定施設入居者 

生活介護対象者 

サービスの提供に要する 

費 用 基 本 単 価 

円 円 円 円 円 円 

加 
 

算 
 

分 

寒 冷 地 加 算    

事 務 用 冬 期 採 暖 費    

単身赴任手当加算費    

民間施設給与等改善費       

処 遇 改 善 支 援 費       

介 護 人 材 確 保 ・ 

職場環境改善等加算 

    
  

そ の 他       

合 計       

（注）１ 特定施設入居者生活介護の指定を受けた施設においては、この表で作成すること。 

   ２ 単価の変動があった場合は、異なる単価を使用した各月の状況を記載すること。 

   ３ 処遇改善支援費単価は、（ウ）の単価積算内訳のとおりであること。 

   ４ 介護人材確保・職場環境改善等加算は、（エ）の総額積算内訳のとおりであること。 



(ウ) 交付（変更）申請時における処遇改善支援費単価積算内訳 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 月平均 

介護職員の常 

勤換算数(ａ) 

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

一般入所者 

(ｂ) 

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

入所者一人当たりの加算単価（c）＝（ａ）月平均×９千円÷（ｂ）月平均 円 

入所者一人当たりの加算単価（d）＝（ａ）月平均×６千円÷（ｂ）月平均 円 

合計（c＋d） 円 

（注）１ この表は「軽費老人ホーム利用料に関する基準」（平成17年２月21日付高福第976号

北海道保健福祉部長通知）別紙「介護職員処遇改善支援費について」に基づき作成す

ること。 

 

 (エ) 交付（変更）申請時における介護人材確保・職場環境改善等加算総額積算内訳 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 月平均 

介護職員の常 

勤換算数(ａ) 

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

一般入所者数 

(ｂ) 

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

入所者一人当たりの加算単価＝（ａ）月平均×５万４千円÷（ｂ）月平均÷12 円 

（注）１ この表は「軽費老人ホーム利用料に関する基準」（平成17年２月21日付高福第976号

北海道保健福祉部長通知）別紙「介護人材確保・職場環境改善等加算について」に基

づき作成すること。 



イ Ａ型（一般入所者分・特定施設入居者生活介護対象者分） 

（施設名）                

定

員 

 サービスの提供に要

する費用級地区分 

 民改費 

加算率 

 

 

階層

の 

区分 

単価 

区分別 

利用人員 

利用料納付（予 

定）額（サービス 

の提供に要する 

費用及び生活費） 

サービスの提供に 

要する費用基準額 

サービスの  

提供に要する 

費用本人徴収 

（予定）額  

備考 

単価区分 金額 

１ 人 円 円 円 円  

２       

３       

４       

５       

６       

７       

８       

９       

10       

11       

12       

13       

14       

15       

16       

17       

18       

計       

（注）１ 単価区分ごとに別々に記載し、「備考」欄に加算・月別等その理由を簡潔に記載す

ること。 

   ２ 単価は、（エ）又は（オ）の単価積算内訳のとおりであること。 

   ３ 特定施設入居者生活介護の指定を受けた施設においては、一般入所者分、特定施

設入居者生活介護対象者分をそれぞれ作成すること。 



(オ) 単価積算内訳 

適 用 月   月～  月   月～  月   月～  月 

サービスの提供に要する 

費 用 基 本 単 価 

円 円 円 

加 
 

算 
 

分 

寒 冷 地 加 算    

事 務 用 冬 期 採 暖 費    

単身赴任手当加算費    

民間施設給与等改善費    

処 遇 改 善 支 援 費    

介 護 人 材 確 保 ・ 

職場環境改善等加算 

   

そ の 他    

合 計    

（注）１ 単価の変動があった場合は、異なる単価を使用した各月の状況を記載すること。 

   ２ 処遇改善支援費単価は、（キ）の単価積算内訳のとおりであること。 

   ３ 介護人材確保・職場環境改善等加算は、（ク）の総額積算内訳のとおりであること。 

 

(カ) 単価積算内訳 

適 用 月   月～  月   月～  月   月～  月 

適 用 対 象 入 所 者 一般入所者 
特定施設入居者 

生活介護対象者 
一般入所者 

特定施設入居者 

生活介護対象者 
一般入所者 

特定施設入居者 

生活介護対象者 

サービスの提供に要する 

費 用 基 本 単 価 

円 円 円 円 円 円 

加 
 

算 
 

分 

寒 冷 地 加 算    

事 務 用 冬 期 採 暖 費    

単身赴任手当加算費    

民間施設給与等改善費       

処 遇 改 善 支 援 費       

介 護 人 材 確 保 ・ 

職場環境改善等加算 

    
  

そ の 他       

合 計       

（注）１ 特定施設入居者生活介護の指定を受けた施設においては、この表で作成すること。 

   ２ 単価の変動があった場合は、異なる単価を使用した各月の状況を記載すること。 

   ３ 処遇改善支援費単価は、（キ）の単価積算内訳のとおりであること。 

   ４ 介護人材確保・職場環境改善等加算は、（ク）の総額積算内訳のとおりであること。 

  



(キ)  交付（変更）申請時における処遇改善支援費単価積算内訳 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 月平均 

介護職員の常 

勤換算数(ａ) 

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

一般入所者数 

(ｂ) 

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

入所者一人当たりの加算単価（c）＝（ａ）月平均×９千円÷（ｂ）月平均 円 

入所者一人当たりの加算単価（d）＝（ａ）月平均×６千円÷（ｂ）月平均 円 

合計（c＋d） 円 

（注）１ この表は「軽費老人ホーム利用料に関する基準」（平成17年２月21日付高福第976号

北海道保健福祉部長通知）別紙「介護職員処遇改善支援費について」に基づき作成す

ること。 

 

(ク) 交付（変更）申請時における介護人材確保・職場環境改善等加算総額積算内訳 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 月平均 

介護職員の常 

勤換算数(ａ) 

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

一般入所者数 

(ｂ) 

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

入所者一人当たりの加算単価＝（ａ）月平均×５万４千円÷（ｂ）月平均÷12 円 

（注）１ この表は「軽費老人ホーム利用料に関する基準」（平成17年２月21日付高福第976号

北海道保健福祉部長通知）別紙「介護人材確保・職場環境改善等加算について」に基

づき作成すること。 

   



(４) 職員の状況（ケアハウス・Ａ型） 

（施設名）                

（ （年号） 年４月１日現在）   

区 分 
職   員   数   （現   員） 

専   任 兼   任 計 

施 設 長 

事 務 員 

生 活 相 談 員 

介 護 職 員 

看 護 職 員 

栄 養 士 

調 理 員 等 

ボ イ ラ ー 技 士 

○ ○ ○ 

人 人 人 

計    

（注）補助対象職員のみを記載すること。 



(５) １施設当たり職員平均勤続年数算定表（法人立のみ） 

  ケアハウス・Ａ型 

施 設 名  施設所在地  

備 

考 

施設区分 
Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅ・Ｆ・ 

Ｇ・Ｈ          
設定年月日 （年号）  年  月  日 

年月数等 

区 分 
現に勤務する施設の状況 その他の 

社会福祉 

施設にお 

ける勤続 

年数 

（ｃ） 

１施設当たり 

職員総勤続 

年数 

（ｂ＋ｃ） 

 

（ｄ） 

１施設当たり 

職員平均勤続 

年数 

（ｄ）／

（ａ） 

 

（ｅ） 

 

職員数 

 

（ａ） 

職  種 

 

 

 

勤続年数 

 

（ｂ） 

   年 月 年 月 年 月  

 

計 人     年  

（注）１ 「施設区分」欄には、（ｅ）の結果により決定し、該当する施設の区分に振興局で○を

付けること。 

   ２ （ｂ）欄、（ｃ）欄及び（ｄ）欄の勤続年数は、年月数まで算出することとし、また、（ｅ）

欄の算定は、６箇月以上の端数は１年とし、６箇月未満の端数は切り捨て、整数年とす

ること。 

   ３ 個々の職員の勤続年数の算定は、年度当初における事務費の支弁単価設定の際に行う

ものとし、各年度４月１日現在により算定すること。 

     なお、１箇月未満の日数については、これを１月とする。ただし、当該年度４月１日

採用者については、０月とする。 

   ４ （ｃ）欄の算定に当たっては、２以上の施設に勤務した場合は、各々の日数までを合算

した後、上記の３のなお書きにより算定すること。 



(６) １施設当たり職員平均勤続年数算定表（法人立のみ） 

  ケアハウス・Ａ型 （特定施設入居者生活介護の指定を受けた施設） 

 ア 一般入所者分 

施 設 名  施設所在地  

備 

考 

施設区分 
Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅ・Ｆ・ 

Ｇ・Ｈ          
設定年月日 （年号）  年  月  日 

年月数等 

区 分 
現に勤務する施設の状況 その他の 

社会福祉 

施設にお 

ける勤続 

年数 

（ｃ） 

１施設当たり 

職員総勤続 

年数 

（ｂ＋ｃ） 

 

（ｄ） 

１施設当たり 

職員平均勤続 

年数 

（ｄ）／

（ａ） 

 

（ｅ） 

 

職員数 

 

（ａ） 

職  種 

 

 

 

勤続年数 

 

（ｂ） 

   年 月 年 月 年 月  

 

計 人     年  

（注） １ この表には、特定施設配置基準における共通職員及び直接処遇職員分を記載すること。 

   ２ 「施設区分」欄には、（ｅ）の結果により決定し、該当する施設の区分に振興局で○を

付けること。 

   ３ （ｂ）欄、（ｃ）欄及び（ｄ）欄の勤続年数は、年月数まで算出することとし、また、（ｅ）

欄の算定は、６箇月以上の端数は１年とし、６箇月未満の端数は切り捨て、整数年とす

ること。 

   ４ 個々の職員の勤続年数の算定は、年度当初における事務費の支弁単価設定の際に行う

ものとし、各年度４月１日現在により算定すること。 

     なお、１箇月未満の日数については、これを１月とする。ただし、当該年度４月１日

採用者については、０月とする。 

   ５ （ｃ）欄の算定に当たっては、２以上の施設に勤務した場合は、各々の日数までを合算

した後、注の４のなお書きにより算定すること。 



(７) １施設当たり職員平均勤続年数算定表（法人立のみ） 

  ケアハウス・Ａ型 （特定施設入居者生活介護の指定を受けた施設） 

 イ 特定施設入居者生活介護対象者分 

施 設 名  施設所在地  

備 

考 

施設区分 
Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅ・Ｆ・ 

Ｇ・Ｈ          
設定年月日 （年号）  年  月  日 

年月数等 

区 分 
現に勤務する施設の状況 その他の 

社会福祉 

施設にお 

ける勤続 

年数 

（ｃ） 

１施設当たり 

職員総勤続 

年数 

（ｂ＋ｃ） 

 

（ｄ） 

１施設当たり 

職員平均勤続 

年数 

（ｄ）／

（ａ） 

 

（ｅ） 

 

職員数 

 

（ａ） 

職  種 

 

 

 

勤続年数 

 

（ｂ） 

   年 月 年 月 年 月  

 

計 人     年  

（注） １ この表には、特定の指定を受けた場合の配置基準における共通職員分を記載すること。 

   ２ 「施設区分」欄には、（ｅ）の結果により決定し、該当する施設の区分に振興局で○を

付けること。 

   ３ （ｂ）欄、（ｃ）欄及び（ｄ）欄の勤続年数は、年月数まで算出することとし、また、（ｅ）

欄の算定は、６箇月以上の端数は１年とし、６箇月未満の端数は切り捨て、整数年とす

ること。 

   ４ 個々の職員の勤続年数の算定は、年度当初における事務費の支弁単価設定の際に行う

ものとし、各年度４月１日現在により算定すること。 

     なお、１箇月未満の日数については、これを１月とする。ただし、当該年度４月１日

採用者については、０月とする。 

   ５ （ｃ）欄の算定に当たっては、２以上の施設に勤務した場合は、各々の日数までを合算

した後、注の４のなお書きにより算定すること。 

 

注 この様式は、軽費老人ホーム運営事業に要する経費に係る補助金の交付を申請し、又は当該

補助金に関し実績報告をする場合に使用すること。 


